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第１ 福祉・介護職員等への処遇改善について 

１ 基本的考え方 

【「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て（令和７年度分）」（令和７年３月７日付け障障発 0307 第１号 厚生労働省社会・援護局・障害保健

福祉部障害福祉課長通知）より抜粋】 

 

令和６年度障がい福祉サービス等報酬改定においては、①事業者の賃金改善や申請に係る事務負担を

軽減する観点、②利用者にとって分かりやすい制度とし、利用者負担の理解を得やすくする観点、③事

業所全体として、柔軟な事業運営を可能とする観点から、処遇改善に係る加算の一本化を行った。 

具体的には、旧３加算（福祉・介護職員処遇改善加算（以下「旧処遇改善加算」という。）、福祉・介

護職員等特定処遇改善加算（以下「旧特定加算」という。）及び福祉・介護職員等ベースアップ等支援加

算（以下「旧ベースアップ等加算」という。以下同じ。）への一本化を行うとともに、加算率の引上げや

配分方法の工夫を行った。 

また、事業者の事務負担等に配慮し、令和７年度中は経過措置期間を設けることとする。具体

的には、キャリアパス要件Ⅰからキャリアパス要件Ⅲまでについて、令和７年度中に取得要件を

整備することを誓約した場合は、令和７年度当初から要件を満たしたものと取り扱うこととして

差し支えないこととする。また、職場環境等要件について、令和７年度中に要件を整備すること

を誓約した場合は、令和７年度当初から要件を満たしたものと取り扱うこととして差し支えない

こととする。また、障害福祉（障害児支援）人材確保・職場環境改善等事業の申請を行った場合

は、令和７年度における職場環境等要件に係る適用を猶予することとする。 
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２ 加算の概要 

新加算の区分は、算定要件により加算Ｉから加算Ⅳの４区分です。 

それぞれの算定要件は下表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 賃金改善について 

（１）賃金改善の考え方 

事業者等は、処遇改善加算の算定額に相当する福祉・介護職員・その他の職員の賃金（基本

給、手当、賞与等［退職手当を除く］。以下同じ。）の改善を実施しなければなりません。 

賃金改善は、基本給、手当、賞与のうちから対象とする賃金項目を特定した上で行う必要があ

り、安定的な処遇改善が重要であることから、基本給による賃金改善が望ましいです。 

 
＜賃金改善として不適切なもの＞ 

・通勤手当や住宅手当などの福利厚生費 

・時間外手当、休日手当、夜勤手当 

・各種研修及び資格取得に要する費用（参加費、教材費、交通費 等） 

 （キャリアパス要件を満たすための費用も含む） 

・健康診断費用 
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（２）新加算等の配分について 

新加算等を用いて行う賃金改善における職種間の賃金配分については、福祉・介護職員（※１）

への配分を基本とし、特に経験・技能のある障がい福祉人材に重点的に配分することとします

が、障がい福祉サービス事業者等の判断により、福祉・介護職員以外の職種への配分も含め、事

業所内で柔軟な配分を認めることとします。 

ただし、例えば、一部の職員に加算を原資とする賃金改善を集中させることや、同一法人内の一

部の事業所のみに賃金改善を集中させることなど、職務の内容や勤務の実態に見合わない著しく

偏った配分は行わないでください。 

 

（※１）福祉・介護職員は、次のいずれかの職種とします。 

ホームヘルパー、生活支援員、世話人、職業指導員、就労支援員、就労定着支援員、地域生活

支援員、訪問支援員、夜間支援従事者、共生型障がい福祉サービス等事業所及び特定基準該当障

がい福祉サービス等事業所に従事する介護職各障がい福祉サービス等の人員基準において置くべ

きこととされている従業者の職種に限らず、上記の対象職種に該当する従業者は対象となりま

す。 

上記の他、各障がい福祉サービス等の人員基準において置くべきこととされていませんが、福

祉・介護職員と同様に、利用者への直接的な支援を行うこととされ、その配置を報酬上の加算と

して評価されている以下の職員については対象に含めて差し支えないこととします。 

① 就労継続支援Ａ型の「賃金向上達成指導員」（賃金向上達成指導員配置加算） 

② 就労継続支援Ｂ型の「目標工賃達成指導員」（目標工賃達成指導員配置加算） 

 

※ 労働基準法第 11 条において、賃金とは【賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わ

ず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのもの】されており、法人役員は使用

者となるため、処遇改善加算の賃金配分の対象外です。 

※ しかし、法人役員であっても、福祉・介護職として雇用契約を結んだうえで勤務実態があ

り、その労働の対価として支給されている金銭が賃金の性質を有している場合は、加算対象

となります。ただし、勤務形態一覧表や雇用契約書等で、福祉・介護職としての勤務実態が

わかるものを整理し、他の法令に則っているか、整理しておいてください。 

 

（３）令和６年度の加算額の繰越 

令和６年度においては、障害福祉サービス事業者等の判断により、令和６年度に令和５年度と比

較して増加した加算額の一部を令和７年度に繰り越した上で令和７年度分の賃金改善に充てるこ

とを認めるため、令和６年度分の加算の算定額の全額を令和６年度分の賃金改善に充てなくとも

良いです。 

その際、令和７年度の賃金改善の原資として繰り越す額（以下「繰越額」という。）の上限は、

令和６年度に、仮に令和５年度末（令和６年３月）時点で算定していた旧３加算を継続して算定

する場合に見込まれる加算額と、令和６年度の処遇改善加算及び旧３加算の加算額（処遇改善計

画書においては加算の見込額をいう。）を比較して増加した額とし、繰越額については、全額を

令和７年度の更なる賃金改善に充てることについて誓約した上で、令和７年度の処遇改善計画

書・実績報告書において、当該繰越額を用いた賃金改善の計画・報告の提出を求めることとして

います。（ただし、令和７年度の賃金改善実施期間の終わりまでに事業所等が休止又は廃止とな

った場合には、その時点で、当該繰越分の残額を、一時金等により、全額、職員に配分しなけれ

ばならないこととしている。） 

そのため、令和６年度の処遇改善計画書において、繰越額の全額を令和７年度の更なる賃金改善

に充てることを誓約した障害福祉サービス事業所等については、令和７年度の処遇改善計画書・

実績報告書において、当該繰越額を用いた賃金改善の計画・報告を行ってください。 
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４ 処遇改善加算の算定要件 

（１）月額賃金改善要件Ⅰ（月給による賃金改善） 

新加算Ⅳの加算額の２分の１以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当（以下「基本給等」

という。）の改善に充ててください。 

また、事業所等が新加算ⅠからⅢまでのいずれかを算定する場合にあっては、仮に新加算Ⅳを算

定する場合に見込まれる加算額の２分の１以上を基本給等の改善に充ててください。 

 

 

（２）月額賃金改善要件Ⅱ（旧ベースアップ等加算相当の賃金改善） 

令和６年５月31日時点で現に旧処遇改善加算を算定しており、かつ、旧ベースアップ等加算を

算定していない事業所が、令和８年３月31日までの間において、新規に新加算ⅠからⅣまでのい

ずれかを算定する場合に、当該事業所が仮に旧ベースアップ等加算を算定する場合に見込まれる

加算額の３分の２以上の基本給等の引上げを新規に実施しなければなりません。 

 

※令和６年５月以前に改善加算等を算定していなかった事業所及び令和６年６月以降に開設され

た事業所は、月額賃金改善要件Ⅱの適用を受けない。 

 

（３）キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等） 

次の一から三までを全て満たしてください。 

一 福祉・介護職員の任用の際における職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件（福祉・

介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

二 一に掲げる職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるもの

を除く。）について定めていること。 

三 一及び二の内容について就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての福祉・介護職

員に周知していること。 

※常時雇用する者の数が 10人未満の事業所等など、労働法規上の就業規則の作成義務がない事

業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・周知によって上記三の要件を満たしま

す。 

※令和 7 年度においては、処遇改善計画書において令和 8 年３月末までに上記一及び二の定め

の整備を行うことを誓約すれば、令和 7 年度当初からキャリアパス要件Ⅰを満たすものとし

て取り扱っても差し支えありません。ただし、必ず令和 8 年３月末までに当該定めの整備を

行い、実績報告書においてその旨を報告してください。 

 

（４）キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等） 

次の一及び二を満たしてください。 
一 福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職員と意見を交換しながら、資質向上の

目標及びａ又はｂに掲げる事項に関する具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施

又は研修の機会を確保していること。 

ａ 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施（OJT、OFF-JT

等）するとともに、福祉・介護職員の能力評価を行うこと。 

ｂ 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用（交通

費、受講料等）の援助等）を実施すること。 

 

二 一について、全ての福祉・介護職員に周知していること。 
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※令和７年度に限り、処遇改善計画書において令和８年３月末までに上記一の計画を策定し、

研修の実施又は研修機会の確保を行うことを誓約すれば、令和７年度当初からキャリアパス

要件Ⅱを満たすものとして取り扱っても差し支えない。ただし、必ず令和８年３月末までに

当該計画の策定等を行い、実績報告書においてその旨を報告すること。 

 
 

（５）キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等） 

次の一及び二を満たしてください。 
一 福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基

づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 
具体的には、次のａからｃまでのいずれかに該当する仕組みであること。 
ａ 経験に応じて昇給する仕組み 

「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みであること。 
ｂ 資格等に応じて昇給する仕組み 

介護福祉士等の資格の取得や実務者研修等の修了状況に応じて昇給する仕組みであるこ

と。ただし、別法人等で介護福祉士資格を取得した上で当該事業者や法人で就業する者に

ついても昇給が図られる仕組みであることを要する。 
ｃ 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み 

「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みであること。ただし、客

観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要する。 
 

二 一の内容について、就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周

知していること。 

 

※常時雇用する者の数が 10 人未満の事業所等など、労働法規上の就業規則の作成義務がない事

業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・周知によって上記二の要件を満たしま

す。 

 

※令和７年度に限り、処遇改善計画書において令和８年３月末までに上記一の仕組みの整備を

行うことを誓約すれば、令和７年度当初からキャリアパス要件Ⅲを満たすものとして取り扱

っても差し支えない。ただし、必ず令和８年３月末までに当該仕組みの整備を行い、実績報

告書においてその旨を報告してください。 

 

※キャリアパス要件Ⅲは、処遇改善加算（Ⅰ）に該当する事業所が満たす必要があります。具体

的には、イの一～三のような昇給する仕組みを就業規則、賃金規定等に明文化し、実施するこ

とが求められます。「賃金改定を行うことがある」等の内容を賃金規定に盛り込んだだけでは、

キャリアパス要件Ⅲに該当するとは言えないため、ご注意ください。 

 

（６）キャリアパス要件Ⅳ（改善後の年額賃金要件） 

経験・技能のある障がい福祉人材のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込額（新加算等を

算定し実施される賃金改善の見込額を含む。）が年額 440 万円以上である必要があります（新加

算等による賃金改善以前の賃金が年額 440 万円以上である者を除く。）。ただし、以下の場合な

ど、例外的に当該賃金改善が困難な場合であって、合理的な説明がある場合はこの限りではあり

ません。 

・ 小規模事業所等で加算額全体が少額である場合 

・ 職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引き上げることが困難な場合 

 

（７）キャリアパス要件Ⅴ（配置等要件） 

福祉専門職員配置等加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護にあたっては特定事業
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所加算）の届出を行っていること。 

※重度障がい者等包括支援、施設入所支援、短期入所、就労定着支援、にあっては配置等要件に関

する加算が無いため、配置等要件は不要とする。 

 

（８）職場環境等要件 

処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定する場合は、表４に掲げる処遇改善の取組を実施し

てください。 

その際、処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、表４の「入職促進に向けた取組」、「資質の

向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の

健康管理」及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに２以上の取組を実施し、処遇改善加算

Ⅲ又はⅣを算定する場合は、上記の区分ごとに１以上の取組を実施してください。 

 

また、処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、同表中「生産性向上（業務改善及び働く環境改

善）のための取組」のうち３以上の取組（うち⑱は必須）を実施し、処遇改善加算Ⅲ又はⅣを算定

する場合は「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のための取組」のうち２以上の取組を実施

すること。ただし、１法人あたり１の施設又は事業所のみを運営するような法人等の小規模事業者

は、㉔の取組を実施していれば、「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のための取組」の要

件を満たすものとします。 

また、処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、職場環境等の改善に係る取組について、ホーム

ページへの掲載等により公表してください。具体的には、障害福祉サービス等情報公表制度を活用

し、処遇改善加算の算定状況を報告するとともに、職場環境等要件を満たすために実施した取組項

目及びその具体的な取組内容を記載してください。当該制度における報告の対象となっていない場

合等には、各事業者のホームページを活用する等、外部から見える形で公表してください。 

 

※令和７年度に限り、処遇改善計画書において令和８年３月末までに職場環境等要件に係る取組

を行うことを誓約すれば、令和７年度当初から職場環境等要件を満たすものとして取り扱って

も差し支えありません。ただし、必ず令和８年３月末までに当該仕組みの整備を行い、実績報

告書においてその旨を報告してください。 

 

※障害福祉（障害児支援）人材確保・小場環境改善等事業の申請を行った場合は、令和７年度に

おける職場環境等要件に係る適用は猶予されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

7 

〇 職場環境等要件別表 
「福祉・介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」（令和７年３月７日付け障障発 0307 第１号 厚生労働省社会・援護局・障がい保健福祉部

障がい福祉課長通知）より 
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５ 令和７年度以降のサービス別加算率 

（１）障がい者支援施設が行う日中活動系サービスは、単体サービスの加算率とは別の障がい者支援

施設用の加算率を適用すること。 
（誤）生活介護 （正）障がい者支援施設が行う生活介護 

 
「福祉・介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和７年

３月７日付け障障発0307第１号 厚生労働省社会・援護局・障がい保健福祉部障がい福祉課長通知）より 
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６ 処遇改善加算等の手続き 

処遇改善加算等を取得する日の前々月の末日までに届出を行い、翌年度７月末に処遇改善加算の

加算総額と賃金改善額の実績報告を行います。届出及び実績報告等の手続きは、毎年度必要です。 

届出された資料について、申請受付を優先するため、資料の内容を一度受付完了した後に修正を

求めることがありますのでご了承ください。 

加算の届出を行った事業所は、毎月の給付費請求の際、届出した加算の区分に応じた処遇改善加

算を上乗せして請求し、毎月の給付として受領します。 

市（指定権者）は、届出内容を確認して事業所台帳に加算の登録を行い、実績報告において、計

画どおりに賃金改善が行われたか、取得した加算総額以上の賃金改善が行われたか等確認を行いま

す。 

届出に係る根拠資料については、求めがあった場合や実地指導時に速やかに提出できるよう、適

切に保管してください。根拠資料の対象は「福祉・介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え

方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」で定める処遇改善計画書等の「要件を満たすこ

との確認・証明」を確認してください。 

実績報告の際に、取得した加算総額以上の賃金改善が行われていない場合は、取得した加算を過

誤申立て等により返還していただく場合があります。 

また、虚偽の届出、実績報告等を行った場合は、指定取消等の処分事由に該当しますので、ご注

意ください。 
 

（１）届出 

イ 届出期日 

【年度当初の届出の場合】 

前年度の２月末日（１月中旬に全事業所に届出勧奨の通知を発出します） 

※ 制度内容に変更がある場合等は、当該年度４月 15日等届出期日が変わることがあります。 
 

【年度途中の届出の場合】 

加算を算定しようとする月の前々月末日 

 

ロ 届出の際の留意事項 

・増員した職員の賃金、非常勤職員を正職員化した場合の賃金増額分は、賃金改善内容に含め

てはならない。例えば、増員した職員の給与全額を賃金改善として計上することはできな

い。加算により賃金改善を行った部分を明確にする必要がある。 
 

・研修費用の助成、職場環境要件改善にかかった経費、職員の福利厚生のための機器（例：マ

ッサージ機）購入経費など、直接賃金として還元されない費用は、賃金改善に含めてはなら

ない。 

 

（２）変更届 

〇変更届出が必要となる場合 

①会社法による吸収合併、新設合併等による障害福祉サービス等処遇改善計画書の作成単位の変

更 

②当該計画に係る障害福祉サービス事業所等の増減（新規指定、廃止等の事由による） 

③キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲに関する適合状況の変更（算定する処遇改善加算の区分に変更が生じ

る場合に限る） 

④キャリアパス要件Ⅴ（配置等要件）に関する適合状況の変更に伴う、該当する加算の区分の変

更 

⑤算定する処遇改善加算の区分の変更及び処遇改善加算の新規の算定 

⑥就業規則の改訂（職員の処遇に関する内容に限る） 

〇変更届期日 

変更後の加算を算定しようとする月の前月１５日 
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（３）実績報告 

① 報告期日 

翌年度の７月末日（６月中旬～下旬ごろに前年度の届出を行った事業所に通知を発出し 

ます） 
 

※年度途中に廃止した事業所は、最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに実績報告

を行ってください。 
ただし、法人の一部事業所（サービス）が廃止し、法人内で他に処遇改善加算を取得している

事業所がある場合については、翌年度７月末までに廃止事業所分をまとめて報告してください。 
 

② 実績報告時の留意事項 

・加算総額については、国保連合会から請求月の翌月初に伝送される「福祉・介護職員処遇改

善加算等総額のお知らせ」（５月受付分から翌年４月受付分）により算定すること。 

・介護保険の介護職員処遇改善加算も取得されている事業所は、賃金改善額が２重計上になら

ないよう、改善額を常勤換算方法により介護サービスと障がい福祉サービス等に按分して計

算し実績報告すること。按分した場合は、按分方法を記載する等、２重計上していないこと

がわかる内容を記載すること。 

・「福祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」(５月受付分から翌年４月受付分)に、月

遅れ請求等が含まれており、すでに、前年度以前の実績報告に計上した分が含まれている場

合は、加算総額から除外する分の内訳を別紙で添付し、加算総額のお知らせの合計額から当

該金額を控除した金額を記載すること。 

 

 

７ その他 

処遇改善加算等の制度に係る厚生労働省通知等は市ホームページをご確認ください。 

 
 

 

 

 

 

 

  

福岡市ホーム＞健康・医療・福祉＞福祉・障がい者＞福祉事業者に関すること＞事業

者向けの情報（障がい福祉サービス、地域生活支援事業等）＞事業所向け（障がい福

祉サービス等）→４ 福祉・介護職員等への処遇改善について 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/syougaisyashien/health/sevice/hukusikaigosy
okuintohenosyogukaizennituite.html 
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第２ 障がい福祉サービス等情報公表制度 

 

障がい福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質

なサービスを選択できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となって

いました。  

このため、利用者による個々のニーズに応じた良質なサービスの選択に資することを目的として、平

成 28 年５月に成立した障がい者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において、事業者に

対して障がい福祉サービスの内容等を都道府県知事等へ報告することを求めるとともに、都道府県知事

が報告された内容を公表する、障がい福祉サービス等情報公表制度が創設され、平成 30 年度(2018 年

度)より施行されています。 

事業者（令和７年度福岡市障がい福祉サービス等情報公表制度実施要綱（以下「福岡市要綱」という。）

の第２の３参照）は、法令で定められている公表対象情報について、少なくとも年１回の報告を行う必

要があります。 

 

１ 令和７年度（2025 年度）のスケジュール 

本年度の主なスケジュールは以下のとおりです。 

時期 内容 

５月上旬 福岡市障がい在宅福祉課から事業者へ「令和７年度福岡市障がい福祉サー

ビス等情報公表制度実施要綱」を送付 

５月１日～ 

７月 31 日 

事業者の報告期間 

～９月末頃 福岡市が報告内容を確認し承認 

※報告内容の不備等があれば差し戻し。 

10 月上旬 インターネット上（障害福祉サービス等情報公表システム（以下「情報公

表システム」という。））に公表 

 

２ 公表（報告）対象情報 

公表対象情報は、障害者総合支援法施行規則第 65条の９の８に規定する同規則の別表第１号及び

別表第２号に規定されている項目となります。具体的には、令和７年度要綱の第２の６、別添１

（基本情報）及び別添２（運営情報）をご確認ください。法令により、報告が義務付けられている

項目であるため、報告する際に、省略しないようにしてください。 

 

３ 報告の方法等 

（１）報告の方法と流れ 

報告は、独立行政法人福祉医療機構が運営する情報公表システム（ＷＡＭ ＮＥＴ）を通じて行

ってください。 

事業者は、ログインＩＤとパスワードを用いて「障がい福祉サービス等情報公表システム」に

ログインし、ＷＡＭ ＮＥＴの操作説明書(マニュアル)を確認のうえ、事業所のサービス種別ご

とに事業所詳細情報を入力してください。入力内容確認後、事業所詳細情報のカテゴリ「承認者

へ申請する」ボタンで福岡市へ承認申請を行ってください。 

その後、福岡市において申請内容を確認し、以下の手続きを行います。 
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・ 内容に不足（例：記載漏れ、「あり」・「なし」の選択漏れ、財務諸表（貸借対照表、損益

計算書（事業活動計算書））の添付漏れ、従業員数・利用者数の入力漏れ）等があれば差し

戻します。（修正の上再度報告願います。） 

・ 内容に特段問題がなければ承認します。 

 

福岡市による承認後、報告内容がＷＡＭ ＮＥＴに公表されます。本年度の公表時期は 10月上

旬の予定です。 

※登録内容に変更が生じた場合も事業所で「情報公表システム（ＷＡＭ ＮＥＴ）」にログイン

していただき、修正をしてください。入力内容確認後、事業者詳細情報のカテゴリ「承認者へ申

請する」ボタンで福岡市へ承認申請を行ってください。 

 

（２）報告する内容の時点 

記入内容の時点についての指示がある場合は、当該指示に従って記入してください。特段の指

示がない場合は、報告年度（本年度は令和７年４月末時点）の内容を基本として記入してくださ

い。 

 

（３）情報公表システムのログインＩＤ・パスワード 

ＷＡＭ ＮＥＴより電子メールで、ＩＤ及び初期パスワードが通知されております。 

 「ログインＩＤ」や「システムからの連絡用メールアドレス」がご不明の場合は、福岡市の情   

報公表担当者までご連絡ください。 

 

４ 障がい福祉サービス等情報公表システム関係連絡板（ＷＡＭ ＮＥＴ） 

ＷＡＭ ＮＥＴの「障がい福祉サービス等情報公表システム関係連絡板」において、操作説明書

(マニュアル)、情報公表システムに関するＱ＆Ａなどが掲載されていますのでご活用ください。 

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/shofukuinfopub/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 情報公表未報告減算 

   障害者総合支援法第76条の３の規定に基づく情報公表に係る報告がされていない場合、所定単位

数の５％又は10％を減算する。 

・ 所定単位数の10％を減算 

  （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障がい者支援施設が行う各サー

ビスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、障がい児入所施設） 

・ 所定単位数の５％を減算 

 （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障がい者等包括支援、短期

入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継
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続支援、就労定着支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障がい児相談支援、児童

発達支援、放課後等デイサービス、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪

問支援（障がい者支援施設が行う各サービスを除く）） 

【留意事項通知】 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上

の留意事項について（平成 18 年 10 月 31 日障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知）第２の１(12) 

【関係資料（別添）】 

・令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１（令和６年３月29 日） の

情報公表未報告減算に係る箇所 

 

６ 福岡市要綱 

次ページ参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

14 

第３ 資料集 

１ 令和７年度福岡市障がい福祉サービス等情報公表制度実施要綱                 

第１ 目的 

この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第 76 の３及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。

以下「児福法」という）第 33 条の 18 の規定に基づく障がい福祉サービス等にかかる情報公表制度

の実施について、必要な事項を定めることを目的とする。  

第２ 実施期間、報告の期限等 

１ 基準日 

   令和７年４月１日 

２ 実施期間 

   令和７年４月１日から令和８年３月 31 日 

３ 情報の公表を行う事業者 

下表の指定障がい福祉サービス等を提供している事業者、又は新たに指定障がい福祉サービス等

の提供を開始しようとする事業者 

※基準日より前において指定障がい福祉サービス等を提供している事業者で、障害者総合支援法

第 76 条の３第１項及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成 18 年厚生労働令第 19 号。以下「障害者総合支援法施行規則」という。）第 65 条の

９の６並びに児福法第 33 条の 18 第１項及び児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 

号。以下「児福則」という。）第 36 条の 30 の２の規定により、災害その他福岡市長に対し情

報公表対象サービス等の報告を行うことができないことにつき正当な理由がある事業者を除

く。 

表 

指定障害福祉サービス 

※共生型障害福祉サービスを含む 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

療養介護 

生活介護 

短期入所 

施設入所支援 

共同生活援助 

自立生活援助 

自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（生活訓練） 

宿泊型自立訓練 

就労移行支援 

就労継続支援 A 型 

就労継続支援 B 型 

就労定着支援 
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指定地域相談支援 地域移行支援 

地域定着支援 

指定計画相談支援 計画相談支援 

指定通所支援 

※共生型通所支援を含む 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

居宅訪問型児童発達支援 

保育所等訪問支援 

指定障害児相談支援 障害児相談支援 

指定入所支援 

※指定発達支援医療機関が行うものを除く 

福祉型障害児入所施設 

医療型障害児入所施設 

 ４ 報告の方法 

（１）事業者は、原則として、独立行政法人福祉医療機構が運営する障害福祉サービス等情報公表シ

ステム（以下「情報公表システム」という。）を通じて福岡市長へ報告する。 

（２）情報公表システムを通じて報告できないやむを得ない事情がある場合は、下記担当課へ連絡の

上、担当課から指示された様式により文書等による報告を行う。 

① 指定障がい福祉サービス事業所等を運営する事業者の報告先 

福岡市福祉局障がい者部障がい在宅福祉課 

所在地 〒810-8620 福岡市中央区天神１-８-１ 

電話 092-711-4985 FAX 092-711-4818 

② 指定障がい児支援事業所等を運営する事業者の報告先 

こども未来局子育て支援部障がい児事業所指導課 

所在地 〒810-8620 福岡市中央区天神１-８-１ 

電話 092-711-4987 FAX 092-733-5718 

③ 指定障がい福祉サービス事業所等及び指定障がい児支援事業所等をどちらも運営する事業

者の報告先は、①②双方に報告すること。 

  ５ 報告の開始及び期限 

（１）令和７年４月１日より前に指定障がい福祉サービス等を提供している事業者 

 開始日：令和７年５月１日 

 期 限：令和７年７月 31 日 

（２）令和７年４月１日以降に指定障がい福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者 

 開始日：当該事業者指定を受けた日 

（福岡市が情報公表システムに事業所登録した日） 

      期 限：指定を受けた日から２か月以内（２か月以内が令和７年７月 31 日より前の場合

は、同年７月 31 日） 

 ６ 報告の内容 

（１）報告が必須の情報 

① 基準日より前に、サービス提供実績のある事業者については、障害者総合支援法施行規則第

65 条の９の８及び児福則第 36条の 30 の４の規定に基づき、別添１基本情報(別紙（その他サ

ービスの種類において必要な項目）を含む)及び別添２運営情報を報告する。 

② 基準日以降に、新たに指定障がい福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者について

は、別添１基本情報(別紙（その他サービスの種類において必要な項目）を含む)を報告する。 



 

16 

（２）福岡市長が任意に設定した情報 

令和７年度は設定しない。 

 ７ 情報の更新 

報告は、年１回とする。ただし、法人及び事業所等の名称、所在地、電話番号、FAX 番号、ホー

ムページ及びメールアドレスの修正又は変更があったときは、事業者は速やかに情報公表システ

ムを通じて福岡市長へ報告する。 

第３ 調査の実施 

福岡市は、公表を行うため必要と認める場合には、障害者総合支援法第 76 条の３第３項及び児

福法第 33 条の 18 第３項の規定による調査を実施することとする。 

第４ 公表 

 １ 福岡市が行う公表の方法 

福岡市は、事業者から報告された情報を確認し、情報公表システムを通じて、インターネット

による公表を行う。 

２ 公表の時期 

（１）令和７年４月１日より前に指定障がい福祉サービス等を提供している事業者 

令和７年 10 月上旬（予定） 

（２）令和７年４月１日以降に指定障がい福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者 

報告後１か月以内（ただし、１か月以内が令和７年 10 月１日より前の場合は同年 10 月上

旬） 

 ３ 事業者による公表 

（１）事業所における掲示による公表 

公表する障がい福祉サービス等情報については、障がい福祉サービス事業所等の見えやすい

場所に掲示する等、利用者への情報提供に努める。 

（２）重要事項説明書等への添付等による周知 

重要事項説明書に、公表する障がい福祉サービス等情報を添付する、確認できるホームペー

ジを案内する等を行うよう努める。 

第５ 公表されている情報に係る苦情等対応窓口 

公表されている情報に関して利用者等からの苦情等に対応する窓口は下記のとおりとする。 

福岡市福祉局障がい者部障がい在宅福祉課 

所在地 〒810-8620 福岡市中央区天神１－８－１ 

電話 092-711-4985 FAX 092-711-4818 

担当：障害者総合支援法に規定する指定障がい福祉サービス等に係る情報公表に関すること。 

こども未来局子育て支援部障がい児事業所指導課 

所在地 〒810-8620 福岡市中央区天神１－８－１ 

電話 092-711-4987 FAX 092-733-5718 

担当：児福法に規定する指定障がい児支援等に係る情報公表に関すること。 

 

附 則 
この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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２ 厚労省通知                                                                               

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等

及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留

意事項について 第２の１（12） 

 

（12）情報公表対象サービス等情報に係る報告が適切に行われていない場合の所定単位数の算定につ

いて 

①対象となる障害福祉サービス 

全てのサービス 

②算定される単位数 

（一）療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)(宿泊型自

立訓練を含む。)、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労移行支援、共同生活援助

（ただし、生活介護、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)(宿泊型自立訓練を除

く。)、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労移行支援については、指定障害者支

援施設が行うものに限る。）については、所定単位数の 100 分の 10 に相当する単位数

を所定単位数から減算する。なお、当該所定単位数は、各種加算（障害福祉サービス費

等の報酬算定構造表において当該減算より左に規定されている加算を除く。）がなされる

前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して 100 分の 10 となるも

のではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、

当該所定単位数に各種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対す

る 100 分の 10 に相当する単位数を減算後基本報酬所定単位数から減算する点に留意す

ること。 

（二）居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、自立生活援助、短期入所、

重度障害者等包括支援、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練) (宿泊型自立訓練を除

く。)、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着

支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援（ただし、生活介護、自立訓練(機能

訓練)、自立訓練(生活訓練)、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労移行支援につ

いては、指定障害者支援施設が行うものを除く。）については、所定単位数の 100 分の

５に相当する単位数を所定単位数から減算する。なお、当該所定単位数は、各種加算

（障害福祉サービス費等の報酬算定構造表において当該減算より左に規定されている加

算を除く。）がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して 

100 分の５となるものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当す

る場合にあっては、当該所定単位数に各種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬

所定単位数）に対する 100 分の５に相当する単位数を減算後基本報酬所定単位数から減

算する点に留意すること。 

③当該減算については、法第 76 条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に

係る報告を行っていない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が

月の初日である場合は当該月）から報告を行っていない状況が解消されるに至った月まで、当

該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。 
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３ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１（令和６年３月 29 日） 

 

 

 

 

 

 

（答） 

「報告を行っていない事実が生じた場合」とは、情報公表対象サービス等情報に係る報告を行って

いないことが、都道府県等・事業所において確認された場合に、未報告の時点に遡って減算の対象と

することを想定している。 

具体的には、関連通知の別添（※）に掲げる必須の報告項目について未報告であることが、指定更

新や運営指導等の際に確認され、都道府県等が報告するよう指導したにも関わらず、事業所が報告を

行わない場合に減算を適用することとする。 

ただし、事業所が報告することができないやむを得ない事情（災害等）があった場合には、減算の

対象としないこととして差し支えない。また、都道府県等の確認のタイミング等については、各都道

府県等の実情に応じて設定して差し支えない。なお、障害者総合支援法施行規則第 34 条の７第６項

等において、都道府県知事は、指定障害福祉サービス事業者等から指定更新に係る申請があった際に

は、当該事業者から情報公表対象サービス等情報に係る報告がされていることを確認するものとされ

ており、適切に対応すること。 

例えば、○県が８月に報告状況を確認し、事業所に確認等をした結果、令和６年４月以前から未報

告であることが判明した場合、令和６年４月分の報酬から減算の対象となる。 
（※）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 
（平成 18 年厚生労働省令第 19 号）の別表第１号及び別表第２号並びに児童福祉法施行規則（昭和 

23 年厚生省令第 11 号）の別表第２及び別表３に掲げる項目 
（具体的内容は「障害福祉サービス等情報公表制度の施行について」（障障発 0423 第１号 平成 30 
年４月 23 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）の別添１及び別添２を参照） 
  

 

 

 

 

（答） 

新規指定時以降、情報公表制度に基づく報告を行っていれば減算の対象とはならないが、情報公表

対象サービス等情報に変更が生じた場合の更新についても、利用者への情報提供等の情報公表制度の

趣旨も踏まえ、適切に対応いただきたい。 

 

 

 

 

（答） 

新規指定事業所における報告期限等については、各都道府県等の実施要綱において定められていること

から、その実施要綱において定められている報告期限の翌月から減算の対象となる。 

（情報公表未報告減算①） 

問 19 

情報公表未報告減算の適用要件について、留意事項通知では「・・・報告を行っていない事実が生

じた場合に、その月の翌月から報告を行っていない状況が解消されるに至った月まで・・・（中

略）・・・減算することとする」とあるが、「報告を行っていない事実が生じた場合」とは、どのよ

うな場合を想定しているのか。 

（情報公表未報告減算②） 

問 20  

情報公表未報告減算は、年に１回の更新が必要であるが、新規指定時以降、一度でも公表してお

り、年に１回の更新が行われていない場合は減算の対象となるのか。 

（情報公表未報告減算③） 

問 21 新規指定事業所については、いつまでに報告を行っていればよいのか。 


